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西村証券 企業調査情報                2026/04/24 

［金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第26号：加入協会…日本証券業協会］ 

アミタホールディングス（コード 2195） 
◆通期業績推移(連結) （株式分割を考慮。26.12 予は会社側発表値） 

決算期 売上高 営業利益 1株純利益 1株配 営業CF 投資CF 財務CF 現金及び現金同等物 

15.12 4,557 8 ▲5.7 0.0 49 ▲360 281 714 

16.12 4,729 77 ▲1.5 0.0 430 ▲516 ▲34 579 

17.12 4,803 80 ▲19.2 0.0 165 ▲79 ▲40 622 

18.12 4,704 136 1.4 0.0 288 ▲79 ▲159 667 

19.12 4,744 236 9.3 0.0 430 ▲166 ▲152 778 

20.12 4,608 289 22.2 0.0 391 ▲29 96 1,235 

21.12 5,157 560 36.1 2.0 873 ▲73 ▲649 1,390 

22.12 4,824 609 30.3 3.0 585 ▲69 ▲142 1,779 

23.12 4,536 472 17.6 4.0 725 ▲441 754 2,829 

24.12 4,931 473 24.1 4.0 474 ▲514 ▲108 2,729 

25.12 4,865 435 17.7 5.0 584 ▲804 601 3,119 

26.12予 5,200 500 20.7 5.0 － － － － 

 （CF＝ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ。現金及び現金同等物は各期末値。▲はマイナス。単位は百万円、円） 

25/12 期は期初予想に未達、26/12 期は増収増益見通し 

25 年 12 月期は、米国関税政策の転換、中国

のデフレ輸出、ESG のためのディスクロージャ

ーニーズの鈍化などを背景に、前年比で売上高

が 1％減、営業利益が 8％減となった。会社側

の期初予想値（売上高 53 億 9,600 万円、営業

利益 6 億 5,300 万円）に対しても、売上高で

8％、営業利益で 33％それぞれ未達となった。 

当期のキャッシュ・フロー（以下、CF）にお

いて、現金及び現金同等物の期末残高は 31 億

1,900 万円（前年度末比 14％増）となった。営

業活動 CF は、税金等調整前当期純利益 4 億

6,900 万円（前年比 6％減）、法人税等の支払額

1 億 6,600 万円（31％減）などから 5 億 8,400

万円の収入（23％増）に。投資活動 CF は、有

形固定資産の取得による支出 8 億 3,100 万円

（101％増）などから 8 億 400 万円の支出（56％

増）で、この 10 年間で最も多い支出額となっ

た。財務活動 CF は、長期借入金の借入れ及び

返済による差引収入額 6 億 8,000 万円（前年は

8,500 万円の支出）、配当金の支払額 7,000 万円

（横ばい）などから 6 億 100 万円の収入（前年

は 1 億 800 万円の支出）となった。 

25 年 12 月期は期初予想未達で減収減益に 

 

投資 CF での支出額がこの 10 年間で最大に 
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西村証券 企業調査速報 

本レポートは、会社側が発表した決算短信や決算説明資料などに基づき作成しており、証券投資の

参考となる情報の提供を目的としたもので、証券の売買を勧誘する目的で作成したものではありま

せん。株式の売買取引には、約定代金に対して手数料が必要となります。また、株式は、株価の変

動により損失が生じる恐れがあります。投資に関する最終決定は、投資家ご自身の判断でなさいま

すようお願い致します。本レポートは各種データに基づいて作成していますが、その正確性・完全

性を全面的に保証するものではありませんので、予めご了承下さい。なお、本レポートの著作権は

西村証券に帰属しており、電子的・機械的などの方法を問わず、無断で本レポートを引用または複

製、転送することを禁じます。 

 

同社では、企業経営の持続性を高めて循環型

の事業創出・事業変革を支援する「Cyano Project

（シアノプロジェクト）」を 21 年 4 月に開始し

て以降、売上高営業利益率の水準が上昇。これは

循環型ビジネスモデルの構想からプロトタイプ

の設計、実証実験、事業化計画の立案まで統合的

に支援するサービスで、シリコンリサイクルや

環境認証審査サービスなどと合わせ、持続可能

経営支援の市場ニーズを着実に獲得。つれて売

上総利益率も上昇を続け、10 年前と比べると収

益力は様変わりとなってきている。 

また、先行投資のための借入れ増により、当期

末の長短借入金残高は 26 億 6,800 万円（前年同

期末比 34％増）に拡大したものの、純利益の着

実な積み上げにより、自己資本比率は 38.3％と、

この 4 期間において 40％前後を維持。17 年 12

月期の 5.6％から大きく改善している。 

26 年 12 月期については、前年に比べて売上

高が 7％増、営業利益が 15％増の見通しで、売

上高営業利益率も 9.6％（前年は 8.9％）と 24 年

12 月期の水準へ回復しそうだ。 

今期から来期にかけては、「市場展開期」とし

て「統合サステナビリティ・ソリューション企

業」としての認知を高め、市場における独自の

ポジション確立を目指す。「Cyano Project」の強

化を図るため、サステナビリティ経営実現に向

けた経営者限定のコミュニティサービス「SEA

（サステナブル・エグゼキューティブ・アライ

アンス）を今年 4 月に開始。また、資源生産性

を重視する事業モデル「サーキュラー3.0」への

サービス進化の一環として、姫路循環資源製造

所において自動制御システムを導入したスマー

トファクトリーを 7 月に操業開始の予定。 

この 10 年間で売上総利益率が順調に拡大 

今期は増収増益見通し、営業利益率も向上へ 
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